
- 生活 6 -

いじめ防止対策基本方針

深川市納内小学校
平成３０年４月改定版

平成２５年に制定された「いじめ防止対策推進法」の第１３条と第２２条により、各学
校に「学校いじめ防止基本方針」の策定及び「学校におけるいじめの防止等の対策のため
の組織」の設置が義務づけられことに則し、いじめの防止を目的とする基本方針等を以下
のように策定する。又「北海道いじめ防止基本方針」３０年４月改定を受け策定しました。

１ いじめに対する基本姿勢
（ア）いじめの定義等

いじめとは、児童生徒に対して、当該児童が在籍する学校に在籍している等、当
該児童と一定の人的関係にある他の児童が行う、心理的または物理的な影響を与え
る行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象
となった児童が心身の苦痛を感じているものをいう。なお、起こった場所は、学校
の内外を問わない。
○誰もがいじめの被害者にも加害者にもなり得ることを踏まえて対応することや、
事案に応じて「いじめ」と言う言葉を使わず柔軟に対応すること。

○「けんか」や「ふざけあい」であっても背景にある事情の調査を行い、いじめに
該当するか否かを判断すること。

○発達障害を含む児童生徒など、特に配慮が必要な児童生徒とに対して適切に支
援を行うこと。

○いじめの「解消」の判断基準について①いじめに係わる行為が止んでいること。
期間は少なくとも三ヶ月を目安。

○被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと。

（イ）学校及び教職員の責務
学校及び教職員は在籍する児童の保護者、地域住民、児童相談所その他、関係機関

と連携を図り、いじめの防止及び早期発見に取り組み、いじめが発生した場合等は、
適切・組織的かつ迅速に対処すること。
○加害児童生徒に加害行為を認識させること。

２ いじめ防止対策のための組織
本校の生徒指導委員会（校長、教頭、生徒指導係、当該児童担任、養護教諭、

低・高学年ブロックから１名、その他必要に応じて招集）が、いじめの防止に関する
措置を実効的に行う。

３ 具体的対応
（ア）いじめの防止
・児童会によるいじめを防止する運動
・子どもたちがお互いを認め合う絆づくり
・道徳の学習による人権やいじめ問題への意識付け
・いじめの兆候を見逃さない日常的な教師の指導
・いじめを防ぐための職員の資質向上、研修の実施
・保護者との連携を図った、信頼関係づくり
・インターネットを通じたいじめ防止についての指導
・JRC活動への参加
・教育相談週間の実施
・心の居場所作りや声かけの実施
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（イ）早期発見
・年４回の生徒指導交流会などでのいじめ問題の情報共有
・いじめアンケート調査による実態把握
・いじめの兆候に関係している児童への聞き取り、実態把握
・保護者との連携を密にした、いじめについての情報把握
・教師間での日常的な情報交流や連携
・相談体制の確立
・インターネットトラブルの早期発見、状況把握

（ウ）対応の方法
・いじめ発生からの対応の経路

①担任によりいじめについての事実を迅速に確認するとともに、必要に応じて、全校
での情報収集を行う。

②いじめが確認された場合、生徒指導委員会を開き、事実の把握、対応の方針を協議
する。

③全教職員にいじめの状況と対応の方針を周知する。
④いじめに関わる児童及びその保護者へ、いじめの状況や対応の方針を伝える。
⑤全教職員に対応の経過といじめ再発防止に向けた対策を周知する。

・児童への対応
①いじめをした児童に対して、いじめは許されないものであることを理解させ、毅然
とした態度でいじめを阻止する。

②いじめの原因を解明し、根本的な解決を図るとともに、再発防止のための継続的な
指導を行う。

③必要に応じて、学級・学年・全校集会を開きいじめ根絶に向けて全体指導を行う。
・保護者への対応

①関係する保護者と情報の共有を行い、そのための措置を伝える。また、必要に応じ
て保護者への支援を行う。

②いじめに関係した児童の保護者間において直接争いが生じないように、いじめに関
する解決は全て学校を仲介して行うことを保護者双方と確認する。

③いじめに関係した児童の保護者と連携を密にし、今回のいじめに関わり被害や行為
の増長や繰り返しが絶対に発生しないようにする。

（エ）重大事態への対応
・重大事態の定義

①いじめにより児童の生命や心身、財産に重大な被害が生じた疑いがある場合や実際
にそうした事実が確認された場合。
→○児童生徒が自殺を図った、図ろうとした場合 ○心身に重大な傷害を負った場
合 ○金品等に重大な被害を被った場合。 ○精神性の疾患を発症した場合など。

②いじめにより相当の期間（※）学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあ
る場合や実際にそうした事実が確認された場合。
※年間３０日を目安（または一定の期間連続して欠席している場合）
ただし、状況によっては迅速な対応をする必要がある。

・重大事態が発生した際の具体的対処
①速やかに教育委員会へ報告するとともに、生徒指導委員会を開き対応を協議し、実
行する。
○事実関係の調査 ○いじめ生んだ背景事情や児童生徒の人間関係把握
○学校･教職員の対応の仕方などを明確にする。

②質問票や調査票などの使用により事実関係を明白にするための調査を行う。
③いじめを受けた児童とその保護者に、重大事態に関わる事実や情報を知らせる。

４ 学校評価における留意事項
学校評価において、いじめ問題への取り組み等について自己評価を行うとともに、そ
の結果を教育委員会等に報告する。



- 生活 8 -


